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一部報道について 

 

昨日以降、一部報道機関において、当社の子会社が東京国税局から約 70億円の申告漏れを指摘され

た旨の報道がなされております。 

 

当社グループは、2018年３月期から 2022年３月期までの事業年度に関して、東京国税局の任意の税

務調査に応じております。調査において東京国税局は、当社の子会社であった株式会社インテア・ホー

ルディングス（以下「インテア」といいます）が過去に行った株式交換を含む組織再編に関して、一部

の組織再編行為の結果として生じる連結納税関係の変化についてその効果を認めないと判断し、インテ

アの過去の税務上の繰越欠損金の一部の損金算入を否認しました。当社は、2023年９月に豊島税務署長

より更正決定通知を受領し、記載された約 21 億円（法人税・地方法人税・過少申告加算税からなり、

重加算税は課されておりません）を納付いたしました。しかし当該組織再編行為は目的や方法において

正当であり、当社グループの税務処理は税法に準拠した適正なものであったとの認識から、当社グルー

プでは、税務当局の決定を不服として、法令上の手続きに則り決定の取消しを求めています。 

 

なお、一部報道において、インテアは当社の子会社になった後に当社の子会社でなくなった等の事実

と異なる内容や、当社グループが連結納税制度を乱用していたとの記述が見受けられます。当社として

は、当社グループが過去に行った税務処理は税法に準拠した適切なものであると認識しており、引き続

き、東京国税不服審判所において、その正当性を主張してまいります。 

 

株主の皆様、投資家の皆様、市場関係者の皆様におかれては、当社によるご説明にご理解をいただく

と共に、事実と異なる情報に依拠されることがないよう、ご留意をお願い申し上げます。 

 

以上 


